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地震保険の日米比較調査とケーススタディの実施
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【目的】阪神・淡路大震災では、多くの建物が被害を受け、補修や建替えを余儀なくさ

れた。地震のように不確定な外力を受けた場合、建物や付随する設備、什器類の損傷を

完全に防止することは現在の技術では困難であることから、地震保険制度の整備により

対応することが有効であると考えられている。そこで我が国と同じ地震国である米国に

おける保険制度の現状を調査し、我が国の保険制度と比較を行った。

【方法】日本と米国の地震保険制度を比較し、我が国の地震保険制度の問題点を抽出す

る。また、ある建物を対象にしてGIS を用いて地震リスクの評価を行い、現状の地震保

険制度の料率算定方法と比較した。

【結果】日米の地震保険制度を比較して、保険料率算定の際の料率算出地域の設定が、

大きく異なること、日本では保険料が高く、大地震が来ても支払われない可能性がある

ので普及率はかなり低いが、米国でも、CEA のおかげで保険市場は回復の兆しを見せて

いるが、まだまだ有効に機能しているとは言い難いことなどがわかった。また、ある建

物を対象にしてGIS を用いて、ケーススタディを実施した結果、現在の地震保険で制定

されている保険料と差がある事がわかった。
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目的　近年、欠陥住宅。住宅リフォーム工事の手抜きなどの苦情が殺到し、社会問題化

している。特に、リフォームの場合、生産者と消費者の間の契約、ルールが社会的に確立

されていないこと、規模や費用が小さいため建築の場合とは異なり、施主（消費者）の立

場にたって設計・監理する建築家が関与することが少ないこともその背景にある。このよ

うな中で､近年､生活協同組合が､消費者の立場を重視した住まい事業の展開を始めた。 本

研究は、消費者の立場を重視した住まい供給システムの在り方を考える一環として、生活

協同組合における住まい事業として、最近注目されている名古屋勤労市民生活協同組合と

事業の蓄積の厚い生活協同組合コープこうべを先進事例としてとりあげ、そのシステムの

実態と特徴を明らかにすることを目的としたものである。

方法　文献調査とヒヤリング調査から成る。文献として取り上げたものは生活協同組合

発行の資料や統計やチラシ、生活協同組合の研究論文・刊行物などである。ヒヤリング調

査は1998 年12 月～1999 年１月に両生協に対して実施した。

結果　1）組合員（消費者）の立場にたった施工が保証されるために、両生協ともに業

者の選定、育成には注意を払っている。2）両生協の住まい事業の特徴を一言でいうと、

名古屋勤労市民生活協同組合“消費者運動”としての色彩を強くもつものであり、他方、

生活協同組合コープこうべぱ 地域における生活総合事業に責任をもつ立場”を強調した

事業を展開しているところにある。3）両生協は、昨今の厳しい建築事業下においても組

合員の信頼は厚く、事業としの採算性が確保されている。
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